
＜月次報告様式（新様式　令和５年４月～）＞

令和８年度　公文書開示（７月決定分）

月
整
理
番
号

請　求
年月日

決　定
年月日

公文書の件名
総
枚
数

開
示

一
部
開
示

不
開
示

不
存
在

存
否
応
答
拒
否

1
号

2
号

3
号

4
号

5
号

6
号

7
号

8
号

9
号

不開示理由等 所管局部課等

1 R8.6.20 R8.7.2

東京都フリースクール等利用者支援事業（令和7年度）
申請者○○に関する以下の文書。
（１）オンライン申請システムに関する文書（電磁的記録を含む）
ログイン履歴
ファイルアップロード履歴（ファイル名・日時・端末情報を含む）
提出操作（提出ボタン押下）に関するログ
システムエラー・警告表示に関するログ
受付期間中の全操作履歴
事務局側で作成した「提出未完了者一覧」その他の内部資料
（２）事務局との電話対応に関する文書（電磁的記録を含む）
通話録音データ（音声ファイル）
通話内容の文字起こし
オペレーターの対応記録（通話メモ・内部記録）
通話日時・担当者名・対応内容のログ

0 1

当該開示請求に係る公文書については、以下の理由
により、東京都情報公開条例第10条に基づき、当該
公文書の存否を明らかにしないで不開示とする。

請求内容は特定の個人を識別できるものであり、当
該公文書が存在しているか否かを答えるだけで、東
京都情報公開条例第７条第２号に規定する「個人に
関する情報で、特定の個人を識別することができる
もの」として個人の権利利益を害するおそれのある
情報を公にすることになるため。

生活文化局私
学部連携支援
課

決定区分 （根拠規定）条例７条
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決定区分 （根拠規定）条例７条

2 R8.6.29 R8.7.13 令和○年○月○日付○生私行第○○○○号「開示決定通知書」 3 1 1
【東京都情報公開条例第７条第２号】
個人に関する情報で特定の個人を識別することがで
きるため

生活文化局私
学部私学行政
課

3 R8.3.25 R8.7.15

・令和２年度東京都感染防止に配慮した配偶者からの暴力等に関する相談
支援体制強化事業実施要綱及び交付要綱の制定について（起案）
・令和２年度東京都感染防止に配慮した配偶者からの暴力等に関する相談
支援体制強化補助金　交付申請額等一覧

30 1
生活文化局都
民生活部男女
平等参画課

4 R8.3.25 R8.7.15

・令和２年度東京都感染防止に配慮した配偶者からの暴力等に関する相談
支援体制強化補助金　概算払支払精算書
・令和２年度東京都感染防止に配慮した配偶者からの暴力等に関する相談
支援体制強化補助金　実績報告書
・令和２年度東京都感染防止に配慮した配偶者からの暴力等に関する相談
支援体制強化補助金　概算払交付請求書
・令和２年度東京都感染防止に配慮した配偶者からの暴力等に関する相談
支援体制強化補助金　交付申請書

53 1 1 1 1 1

【東京都情報公開条例第７条第２号】
公にすることにより、個人の権利利益を害するおそ
れがあると認められるため
【東京都情報公開条例第７条第３号】
公にすることにより、法人の事業運営上の地位その
他社会的な地位が損なわれると認められるため
【東京都情報公開条例第７条第４号】
公にすることにより、法人印の偽造、その他の公共
の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがあると
認められるため
【東京都情報公開条例第７条第６号】
非公開の審査委員会の情報であり、公にすることに
より、委員との信頼関係を損ね、審査委員会の開催
が困難となるおそれがあると認められるため

生活文化局都
民生活部男女
平等参画課

5 R8.3.25 R8.7.15

・新型コロナ感染拡大防止普及啓発事業助成実施及び助成金交付要綱制定
起案文書
・新型コロナ感染拡大防止普及啓発事業助成金の交付件数及び支出額が記
載された文書
・新型コロナ感染拡大防止普及啓発事業助成金の交付件数及び支出額が記
載された文書

22 1
生活文化局都
民生活部地域
活動推進課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

6 R8.3.25 R8.7.15
・新型コロナウイルス感染拡大防止普及啓発事業助成金交付申請書
・新型コロナウイルス感染拡大防止普及啓発事業助成金実績報告書

17 1 1 1 1

【東京都情報公開条例第７条第２号】
個人に関する情報で特定の個人を識別することがで
きるものであるため
【東京都情報公開条例第７条第３号】
公にすることにより、当該事業者の円滑な事業運営
に支障を及ぼすと認められるため
【東京都情報公開条例第７条第４号】
公にすることにより、偽造等の犯罪の予防に支障を
及ぼすため

生活文化局都
民生活部地域
活動推進課

7 R8.3.25 R8.7.15

・町会・自治会による防災対策普及啓発事業助成金の交付件数合計及び交
付確定額合計が記載された文書
・関東大震災100年町会・自治会防災力強化助成金の交付件数合計及び交
付確定額合計が記載された文書
・令和７年度 町会・マンション みんなで防災訓練資機材助成金の申請件
数合計及び交付確定額合計が記載された文書
・令和７年度 町会・自治会防災備蓄倉庫設置等助成金の交付件数合計及
び交付確定額合計が記載された文書

4 1
生活文化局都
民生活部地域
活動推進課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

8 R8.3.25 R8.7.15

・町会・自治会による防災対策普及啓発事業助成実施及び助成金交付要綱
制定起案文書
・関東大震災100年町会・自治会防災力強化助成実施及び助成金交付要綱
制定起案文書
・令和７年度 町会・マンション みんなで防災訓練資機材助成金交付要綱
制定起案文書
・令和７年度 町会・自治会防災備蓄倉庫設置等助成金交付要綱制定起案
文書

82 1 1
【東京都情報公開条例第７条第６号】
公にすることにより、行政事務又は事業の適正な遂
行に支障を及ぼすと認められるため

生活文化局都
民生活部地域
活動推進課

9 R8.3.25 R8.7.15
東京都における防災・減災に係る補助金・助成制度の公募要領・交付要
綱・補助対象経費の範囲に関する基準文書

0
請求内容はホームページで公開されている内容であ
るため

生活文化局都
民生活部地域
活動推進課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

10 R8.3.25 R8.7.15

・東京都公衆浴場地域交流拠点事業補助金交付要綱(令和２年５月11日施
行)
・東京都公衆浴場地域交流拠点事業補助金交付要綱(令和３年４月１日施
行)
・02生消生第479号「東京都公衆浴場地域交流拠点事業補助金交付要綱の
改定について」
・東京都公衆浴場地域交流拠点事業補助金の予算執行状況（令和２年度）
・東京都公衆浴場地域交流拠点事業補助金の予算執行状況（令和３年度）

77 1
生活文化局消
費生活部生活
安全課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

11 R8.3.25 R8.7.15

・02生消生第97号「東京都公衆浴場地域交流拠点事業補助金交付要綱の改
定について」
・03生消生第429号「令和４年度東京都公衆浴場地域交流拠点事業補助事
業の実施について」
・東京都公衆浴場地域交流拠点事業補助金実績報告書・事業成果報告書
（令和２年度）
・東京都公衆浴場地域交流拠点事業補助金実績報告書・事業成果報告書
（令和３年度）
・東京都公衆浴場地域交流拠点事業補助金交付申請書・事業計画書・誓約
書（令和２年度）
・東京都公衆浴場地域交流拠点事業補助金交付申請書・事業計画書・誓約
書（令和３年度）

221 1 1 1 1 1

【東京都情報公開条例第７条第２号】
公にすることにより、特定の個人を識別することが
できるため
【東京都情報公開条例第７条第３号】
公にすることにより、法人等の競争上又は事業運営
上の地位その他社会的な地位が損なわれるため
【東京都情報公開条例第７条第４号】
公にすることにより、偽造等の犯罪の予防に支障を
及ぼすため
【東京都情報公開条例第７条第６号】
公にすることにより、都の行政事務又は事業の適正
な遂行に支障を及ぼすおそれがある情報と認められ
るため

生活文化局消
費生活部生活
安全課

12 R8.3.25 R8.7.15

・学校保健特別対策事業費補助金 交付申請書及び実績報告書（令和２年
度～令和５年度）
・私立幼稚園新型コロナウイルス感染症対策事業 交付申請書及び実績報
告書（令和２年度～令和５年度）
・私立学校修学旅行キャンセル料等支援事業費補助金 交付申請書及び実
績報告書（令和３年度）
・公益財団法人東京都私学財団事業補助金 交付申請書及び実績報告書
（令和２年度）

327 1 1 1 1

【東京都情報公開条例第７条第２号】
個人に関する情報で特定の個人を識別することがで
きるものであるため
【東京都情報公開条例第７条第３号】
公にすることにより、学校の競争上の地位又は事業
運営上の地位その他社会的地位が損なわれると認め
られるため
【東京都情報公開条例第７条第４号】
公にすることにより、偽造等の犯罪の予防に支障を
及ぼすため

生活文化局私
学部私学振興
課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

13 R8.3.25 R8.7.15

西暦2020年１月１日以降の感染症対策に係る補助金・奨励金制度の実施状
況及び予算執行に関する一切の公文書
【請求する文書の内容】
・補助を受けた事業者の対策実施状況の確認に係る記録
・今後の制度改善・見直しに向けた内部検討資料・会議議事録

0 1
請求のあった文書については、作成及び取得してい
ないため

生活文化局私
学部私学振興
課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

14 R8.3.25 R8.7.15

・私立学校安全対策促進事業費補助金　交付要綱（平成30年度～令和７年
度）
・私立学校安全対策促進事業費補助金　取扱要領（平成30年度～令和７年
度）
・私立学校施設整備費補助金　交付要綱（平成30年度～令和７年度）
・私立学校施設整備費補助金　計画調書作成要領（平成30年度～令和４年
度）
・私立学校施設整備費補助金　事務処理要領（令和５年度～令和７年度）
・公益財団法人東京都私学財団事業補助金　交付要綱（平成30年度～令和
７年度）
・公益財団法人東京都私学財団事業補助金　実施要領（平成30年度～令和
７年度）
・私立学校安全対策促進事業費補助　決算資料（平成30年度～令和７年
度）
・公益財団法人東京都私学財団事業補助金　予算資料（平成30年度～令和
７年度）
・私立学校安全対策促進事業費補助　確定額一覧（平成30年度～令和７年
度）
・私立学校施設整備費補助金 補助対象設置者一覧（令和元年度、４年
度、６年度）
・公益財団法人東京都私学財団事業補助金　実績額（総括表）（平成30年
度）
・公益財団法人東京都私学財団事業補助金　執行額（総括表）（令和３年
度）
・公益財団法人東京都私学財団事業補助金　事業別内訳（平成31年度、令
和２年度、令和４年度～令和７年度）
・私立学校安全対策促進事業費補助金の概要（平成30年度～令和７年度）

1305 1 ―
生活文化局私
学部私学振興
課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

15 R8.3.25 R8.7.15

・令和４年度私立学校安全対策促進事業費補助金 制度変更に係る決裁文
書一式
・令和６年度私立学校安全対策促進事業費補助金 制度変更に係る決裁文
書一式
・令和７年度私立学校安全対策促進事業費補助金 制度変更に係る決裁文
書一式
・平成30年度公益財団法人東京都私学財団事業補助金　制度変更に係る決
裁文書一式①
・平成30年度公益財団法人東京都私学財団事業補助金　制度変更に係る決
裁文書一式②
・令和２年度公益財団法人東京都私学財団事業補助金　制度変更に係る決
裁文書一式
・令和３年度公益財団法人東京都私学財団事業補助金　制度変更に係る決
裁文書一式
・令和２年度公益財団法人東京都私学財団事業補助金　制度変更に係る決
裁文書一式

333 1 1

【東京都情報公開条例第７条第６号】
公にすることにより、行政事務又は事業の適正な遂
行に支障を及ぼすおそれがある情報と認められるた
め

生活文化局私
学部私学振興
課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

16 R8.3.25 R8.7.15

東京都における防災・減災に係る補助金・助成制度の実施状況及び予算執
行に関する一切の公文書
【請求する文書の内容】
・防災・減災を目的とした補助金・助成金・奨励金制度の全一覧（制度
名・所管部局・実施年度・対象者）
・予算執行率・繰越額・不用額の状況及びその要因分析に関する資料
・補助制度の効果測定・政策評価に関する調査報告書（耐震化率・防災対
策普及率の変化等）

0 1
請求のあった文書については、作成及び取得してい
ないため

生活文化局私
学部私学振興
課
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不開示理由等 所管局部課等

決定区分 （根拠規定）条例７条

17 R8.7.6 R8.7.16

令和8年6月20日付の裁決（8総総法査第118号）に係る、以下の公文書一
切。

・当該裁決の判断（処分性の有無、および利用状況報告の提出状況等）を
行うにあたり、審査庁内部、原処分庁（生活文化スポーツ局等）、および
外部の法律専門家等の間で作成・交わされた、検討資料、復命書、報告
書、協議記録、電子メール、および議事録の一切。

・原処分庁が審査庁に対して提出した弁明書等の作成・起案・決裁に係る
内部公文書一切。

8 1
【東京都情報公開条例第７条第２号】
個人に関する情報で特定の個人を識別できるため

生活文化局私
学部連携支援
課
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9
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不開示理由等 所管局部課等

決定区分 （根拠規定）条例７条

18 R8.7.3 R8.7.17

特定非営利活動法人〇〇 　〇年度 事業報告書類（令和〇年〇月〇日 収
受）活動計算書（差替後）、貸借対照表（差替後）、財産目録（差替
後）、事業報告書（差替前　１回目）、 事業報告書（差替前　２回
目）、活動計算書（差替前）、貸借対照表（差替前）、 計算書類の注記
（差替前）、財産目録（差替前）、〇年度 事業報告書類（令和〇年〇月
〇日 収受）活動計算書（差替後）、貸借対照表（差替後）、財産目録
（差替後）、事業報告書（差替前）、活動計算書（差替前）、貸借対照表
（差替前）、計算書類の注記（差替前）、認定（特例認定）特定非営利活
動法人の役員報酬規程等提出書類（令和〇年〇月〇日収受）役員報酬規
程、就業規則、認定基準チェック表（第３表）、帳簿組織の状況（第３表
付表２）、認定基準チェック表（第４表）、認定基準チェック表（第５
表）、認定基準チェック表（第６，７，８表）、欠格事由チェック表、認
定（特例認定）特定非営利活動法人の役員報酬規程等提出書（令和〇年〇
月〇日収受）役員報酬規程、就業規則、認定基準チェック表（第３表）、
帳簿組織の状況（第３表付表２）、認定基準チェック表（第４表）、認定
基準チェック表（第５表）、認定基準チェック表（第６，７，８表）、欠
格事由チェック表

60 1
生活文化局都
民生活部管理
法人課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

19 R8.7.3 R8.7.17

特定非営利活動法人〇〇 　〇年度 事業報告書類（令和〇年〇月〇日 収
受）事業報告書等提出書、事業報告書（再差替後）、計算書類の注記（差
替後）、年間役員名簿、社員名簿（社員のうち10人以上の者の名簿）、〇
年度 事業報告書類（令和〇年〇月〇日 収受）事業報告書等提出書、事業
報告書（差替後）、計算書類の注記（差替後）、年間役員名簿、社員名簿
（社員のうち10人以上の者の名簿）、財産目録（差替前）、認定（特例認
定）特定非営利活動法人の役員報酬規程等提出書（令和〇年〇月〇日収
受）認定（特例認定）特定非営利活動法人の役員報酬規程等提出書（第20
号様式）、特定非営利活動促進法第54条第２項第３号に定める事項を記載
した書類、役員の状況（第３表付表１）、認定（特例認定）特定非営利活
動法人の役員報酬規程等提出書（令和〇年〇月〇日収受）認定（特例認
定）特定非営利活動法人の役員報酬規程等提出書（第20号様式）、特定非
営利活動促進法第54条第２項第３号に定める事項を記載した書類、役員の
状況（第３表付表１）

38 1 1 1 1

【東京都情報公開条例第７条第２号】
個人に関する情報で特定の個人を識別できるため
【東京都情報公開条例第７条第３号】
法人に関する情報で、法人の事業運営上の地位その
他社会的な地位が損なわれると認められるため
【東京都情報公開条例第７条第４号】
公にすることにより、偽造等の犯罪の予防に支障を
及ぼすため

生活文化局都
民生活部管理
法人課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

20 R8.7.3 R8.7.17
特定非営利活動法人〇〇の〇年〇月に差替えされた事業報告書についての
訂正箇所説明・経緯等報告した文書

0 1
請求に係る公文書は、実施機関では現に保有してお
らず存在しない。

生活文化局都
民生活部管理
法人課

21 R8.5.25 R8.7.23 「〇〇」の収支や経費に関するすべての資料。 0 1
請求に係る公文書は、実施機関では現に保有してい
ないため。

生活文化局都
民生活部管理
法人課

22 R8.7.10 R8.7.24 宗教法人「〇〇」の現行規則 7 1 1 1

【東京都情報公開条例第７条第２号】
個人に関する情報で特定の個人を識別することがで
きるため
【東京都情報公開条例第７条第４号】
偽造等による犯罪の防止に支障を及ぼすおそれがあ
ると認められるため

生活文化局都
民生活部管理
法人課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

23 R8.7.13 R8.7.27
令和８年度に宗教法人「○○」から提出された権利承継の証明申請書（表
紙のみ　添付書類を除く）

0 1
請求のあった文書については、請求日時点で取得又
は保有していないため

生活文化局都
民生活部管理
法人課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

24 R8.7.21 R8.7.31

・拘禁者支援するＮＰＯ法人（獄中者、被拘禁者含む）
・困りごとサポートセンターのＮＰＯ法人
・若者、貧困、サポート支援ＮＰＯ法人
東京都が保有する上記ＮＰＯ法人の名称、住所、連絡先、活動内容が分か
る文書

0

請求に係る公文書は、実施機関がインターネットに
より一般に公表している情報と同一の情報が記載さ
れたものであるため、東京都情報公開条例第18条第
２項の規定に基づき、請求を却下する。

生活文化局都
民生活部管理
法人課

25 R8.6.3 R8.7.31

・東京都配偶者暴力被害者等セーフティネット強化支援交付金交付要綱の
制定について（起案）
・東京都配偶者暴力被害者等セーフティネット強化支援交付金実施要領及
び東京都配偶者暴力被害者等セーフティネット強化支援交付金公募要領の
制定について（起案）

85 1
生活文化局都
民生活部男女
平等参画課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

26 R8.6.3 R8.7.31

・東京都配偶者暴力被害者等セーフティネット強化支援交付金審査委員会
の開催について（起案）
・東京都配偶者暴力被害者等セーフティネット強化支援交付金応募者の申
請書類（４月分）
・「東京都配偶者暴力被害者等セーフティネット強化支援交付金審査委員
会」に係る審査結果および性暴力・配偶者暴力被害者等支援交付金（配偶
者暴力被害者等支援調査研究事業）の提出について（起案）
・東京都配偶者暴力被害者等セーフティネット強化支援交付金の内示及び
交付申請書の提出について（起案）
・性暴力・配偶者暴力被害者等支援交付金（配偶者暴力被害者等支援調査
研究事業）の提出について（起案）
・東京都配偶者暴力被害者等セーフティネット強化支援交付金申請団体の
申請書類（７月分）
・東京都配偶者暴力被害者等セーフティネット強化支援交付金の交付決定
について（起案）
・東京都配偶者暴力被害者等セーフティネット強化支援交付金の概算払
（起案）
・東京都配偶者暴力被害者等セーフティネット強化支援交付金の概算払
（支出関係書類）
・東京都配偶者暴力被害者等セーフティネット強化支援交付金審査委員会
事業における委員の報酬の支出について（起案）
・東京都配偶者暴力被害者等セーフティネット強化支援交付金遂行状況報
告書類
・東京都配偶者暴力被害者等セーフティネット強化支援交付金事業廃止の
承認申請の承認について（起案）
・東京都配偶者暴力被害者等セーフティネット強化支援交付金申請団体の
実績報告書類
・東京都配偶者暴力被害者等セーフティネット強化支援交付金交付額の確
定について（起案）
・性暴力・配偶者暴力被害者等支援交付金（配偶者暴力被害者等支援調査
研究事業）実績報告書の提出について（起案）
・性暴力・配偶者暴力被害者等支援交付金（配偶者暴力被害者等支援調査
研究事業）の歳入調定について（起案）
・東京都配偶者暴力被害者等セーフティネット強化支援交付金概算払分の
精算及び追給について（起案）
・東京都配偶者暴力被害者等セーフティネット強化支援交付金支出関係書
類

1913 1 1 1

【東京都情報公開条例第７条第２号】
公にすることにより、個人の権利利益を害するおそ
れがあると認められるため
【東京都情報公開条例第７条第３号】
公にすることにより、法人の事業運営上の地位その
他社会的な地位が損なわれると認められるため
【東京都情報公開条例第７条第４号】
公にすることにより、法人印の偽造、その他の公共
の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがあると
認められるため

生活文化局都
民生活部男女
平等参画課

1
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決定区分 （根拠規定）条例７条

27 R8.6.4 R8.7.31
学校法人○○の寄付行為認可及び○○の設置認可に係る答申について（通
知）(平成○年○月○日付○生私行第○○号）

3 1 ―
生活文化局私
学部私学行政
課

28 R8.6.4 R8.7.31

１　○○設置認可申請書（平成○年○月○日付け）
２　○○の設置認可について
（認可）（平成○年○月○日付○○○○第○○号）
３　東京都○○○○審議会第一部会（部会調査）の開催について(平成○
年○月○日決定　事務連絡）
４　東京都○○○○審議会第一部会（部会調査）の開催時間の変更につい
て(平成○年○月○日決定　事務連絡）

841 1 1 1 1 1

【東京都情報公開条例第７条第２号】
個人に関する情報で特定の個人を識別することがで
きるため
特定の個人を識別することができ、又は特定の個人
を識別することはできないが、公にすることによ
り、なお個人の権利利益を害するおそれがあるため
【東京都情報公開条例第７条第３号】
法人の内部管理に属する事項に関する情報であり、
公にすることにより、当該法人の競争上又は事業運
営上の地位その他社会的地位が損なわれると認めら
れるため
【東京都情報公開条例第７条第４号】
公にすることにより、犯罪の予防等に支障を及ぼす
おそれがあるため
【東京都情報公開条例第７条第６号】
公にすることにより、行政事務又は事業の適正な遂
行に支障を及ぼすおそれがある情報と認められるた
め

生活文化局私
学部私学行政
課

29 R8.6.4 R8.7.31
○○（学校法人○○）の設置認可（○年認可）に至る審査・審議の過程が
わかる文書のうち、都内部の審査復命書や審査チェックリスト

0 1
請求のあった文書については、作成及び取得してい
ないため

生活文化局私
学部私学行政
課

30 R8.6.4 R8.7.31
学校法人○○の寄付行為認可及び○○の設置認可に係る答申について（通
知）(平成○年○月○日付○生私行第○○号）

3 1 ―
生活文化局私
学部私学行政
課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

31 R8.6.4 R8.7.31

１　○○寄附行為認可申請書（平成○年○月○日付け）
２　○○の寄付行為認可について(認可)(平成○年○月○日付○○○○第
○○号）
３　東京都○○○○審議会第一部会（部会調査）の開催について(平成○
年○月○日決定　事務連絡）
４　東京都○○○○審議会第一部会（部会調査）の開催時間の変更につい
て(平成○年○月○日決定　事務連絡）

249 1 1 1 1 1

【東京都情報公開条例第７条第２号】
個人に関する情報で特定の個人を識別することがで
きるため
特定の個人を識別することができ、又は特定の個人
を識別することはできないが、公にすることによ
り、なお個人の権利利益を害するおそれがあるため
【東京都情報公開条例第７条第３号】
法人の内部管理に属する事項に関する情報であり、
公にすることにより、当該法人の競争上又は事業運
営上の地位その他社会的地位が損なわれると認めら
れるため
【東京都情報公開条例第７条第４号】
公にすることにより、犯罪の予防等に支障を及ぼす
おそれがあるため
【東京都情報公開条例第７条第６号】
公にすることにより、行政事務又は事業の適正な遂
行に支障を及ぼすおそれがある情報と認められるた
め

生活文化局私
学部私学行政
課

32 R8.6.4 R8.7.31

学校法人○○の設立認可申請書および寄付行為、これらに係る審議会の答
申書などの文書一切のうち、設立認可書の写し、設立認可に係る要望等記
録簿や面談記録・復命書、東京都から委員への事前レクチャー資料、（認
可の妥当性について都内部で検討・起案された）供覧文書および検討メモ

0 1
請求のあった文書については、作成及び取得してい
ないため

生活文化局私
学部私学行政
課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

33 R8.3.25 R8.7.31

・学校保健特別対策事業費補助金交付要綱・実施要領（令和２年度～令和
５年度）
・学校保健特別対策事業費補助金　申請書類様式一式（令和２年度～令和
５年度）
・私立幼稚園新型コロナウイルス感染症対策事業費補助金交付要綱（令和
元年度～令和５年度）
・私立幼稚園新型コロナウイルス感染症対策事業費補助金　申請書類様式
一式（令和元年度～令和５年度）
・私立学校修学旅行キャンセル料等支援事業費補助金交付要綱・取扱要領
・私立学校修学旅行キャンセル料等支援事業費補助金　申請書類様式一式
・令和２年度公益財団法人東京都私学財団事業補助金交付要綱・実施要領
・令和２年度公益財団法人東京都私学財団事業補助金　申請書類様式一式
・私立学校修学旅行キャンセル料等支援事業制度創設に係る決裁文書
・私立幼稚園新型コロナウイルス感染症対策事業費補助金　申請一覧（令
和元年度～令和５年度）
・学校保健特別対策事業費補助金　確定額一覧（令和２年度～令和５年
度）
・私立幼稚園新型コロナウイルス感染症対策事業費補助金　支払額調書
（令和元年度～令和５年度）
・私立学校修学旅行キャンセル料等支援事業費補助金　確定額一覧
・令和２年度公益財団法人東京都私学財団事業補助金　収支計算書
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34 R8.3.25 R8.7.31
・私立幼稚園新型コロナウイルス感染症対策事業制度創設に係る決裁文書
・公益財団法人東京都私学財団事業補助制度改正に係る決裁文書

72 1 1

【東京都情報公開条例第７条第６号】
公にすることにより、行政事務又は事業の適正な遂
行に支障を及ぼすおそれがある情報と認められるた
め
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35 R8.3.25 R8.7.31

西暦2020年１月１日以降の感染症対策に係る補助金・奨励金制度の実施状
況及び予算執行に関する一切の公文書
【請求する文書の内容】
・感染症対策を目的とした補助金・奨励金制度の全一覧（制度名・所管部
局・実施年度）
・不採択理由の類型・件数に関する集計資料
・補助金・奨励金の効果測定・評価に関する調査報告書（事後評価・中間
評価を含む）

0 1
請求のあった文書については、作成及び取得してい
ないため
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